







































































































































































































































































































































































































































































Ｍ・ノールズ著 堀 薫夫、三輪健二監訳『成人学習者とは何か 見過ごさ
れてきた人たち』
鳳書房 2013年９月
Ｐ、クラントン著 入江直子、豊田千代子、三輪健二訳『おとなの学びを拓
く 自己決定と意識変容をめざして』
鳳書房 2010年４月
梶井祥子・和田佳子「短大教育の職業的意識―얨汎用能力を高めるための教
授法研究―얨」
北海道武蔵女子短期大学紀要 第43号 2011年３月
官尾昌子「秘書教育に求められる女性学とその指導試案」
函館大谷女子短期大学紀要 第17号 1994年３月
官尾昌子「マナー教育から人間教育へ―얨これからの秘書教育に期待される
もの―얨」
函館大谷女子短期大学紀要 第19号 1996年３月
田口ヤス子「生涯学習社会に求められる指導者教育の一考察―얨その理論と
実際を考える―얨」
明星大学大学院人文学研究科―얨年報 第10号
和田佳子「女子短大生のキャリアデザイン―얨卒業後10年のキャリア形成プ
ロセスにみるキャリア教育の役割―얨」
北海道武蔵女子短期大学紀要 第39号 2007年３月
教養としてのヒューマン・マナー 쑿
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資 料①
キャリア教育の新たな方向性
2011年１月、中央教育審議会（以下、中教審とする）は答申「今後の
学校におけるキャリア教育・職業教育の在り方について」を公表した。
以下は本答申が提示した「新たな方向性」の説明の抜粋である。
中教審答申が示したキャリア教育の新たな定義
「一人一人の社会的・職業的自立に向け、必要な基盤となる能力や態度
を育てることを通して、キャリア発達を促す教育」である。それは、1999
年当時、キャリア教育を「望ましい職業観・勤労観及び職業に関する知
識や技能を身に付けさせるとともに、自己の個性を理解し、主体的に進
路を選択する能力・態度を育てる教育」とし、進路を選択することによ
り重点が置かれていると解釈された。つまり、勤労観・職業観の育成の
みに焦点が絞られてしまい、社会的・職業的自立のために必要な能力の
育成がやや軽視されてしまっていることが課題として生じているとされ
る。
そこでは、あらためて、「キャリア」を人は、他者や社会とのかかわり
の中で、職業人、家庭人、地域社会の一員等、様々な役割を担いながら
生きている。これらの役割は、生涯という時間的な流れの中で変化しつ
つ積み重なり、つながっていくものである。また、このような役割の中
には、所属する集団や組織から与えられたものや日常生活の中で特に意
識せず習慣的に行っているものもあるが、人はこれらを含めた様々な役
割の関係や価値を自ら判断し、取捨選択や創造を重ねながら取り組んで
いる。
人はこのような自分の役割を果たして活動すること、つまり「働くこ
と」を通して、人や社会にかかわることになり、そのかかわり方の違い
166
が「自分らしい生き方」となっていくものである。
このように人が生涯の中で様々な役割を果たす過程で、自らの役割の
価値や自分と役割との関係を見いだしていく連なりや積み重ねが「キャ
リア」の意味するところである。（答申第１章⑴本文）
このような、社会の中で自分の役割を果たしながら、自分らしい生き
方を実現していく過程を「キャリア発達」という。（答申第１章⑴脚注）
「基礎的・汎用的能力」の提示
新学習指導要領では、次代を担う子どもたちがこれからの社会におい
て必要となる「生きる力」を理念として、掲げている。本答申は、「生き
る力」には「社会的・職業的自立、学校から社会・職業への円滑な移行
に必要な力」が含まれるとした上で、「その要素を具体化して明示するこ
とは十分に意義がある」と述べ、中核としての「基礎的・汎用的能力」
を提示した。
以下、「基礎的・汎用的能力」の構想の経緯や具体的な内容について解
説する。（中略）
中教審では、就職の際に重視される能力や、その後提唱された各種の
能力論（内閣府「人間力」、経済産業省「社会人基礎力」、厚生労働省「就
職基礎能力」など）とともに、あらためて分析を加え、当初の「４領域
８能力」から、分野や職種にかかわらず、社会的・職業的自立に向けて
必要な基礎となる能力として再構成して提示することとした。その結果
得られたのが、「基礎的・汎用的能力」である。
「基礎的・汎用的能力」は、「人間関係形成、社会形成能力」「自己理解・
自己管理能力」「課題対応能力」「キャリアプランニング能力」の４つの
能力によって構成される。そしてこれらの能力を次のように述べている。
「これらの能力は、包括的な能力概念であり、必要な要素をできる限り
分かりやすく提示するという観点でまとめられたものである。この４つ
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の能力は、それぞれが独立したものではなく、相互に関連・依存した関
係にある。このため、特に順序があるものではなく、また、これらの能
力をすべての者が同じ程度あるいは均一に身に付けることを求めるもの
ではない。
これらの能力をどのようなまとまりで、どの程度身に付けさせるかは、
学校や地域の特色、専攻分野の特性や子ども・若者の発達の段階によっ
て異なると考えられる。各学校においては、この４つの能力を参考にし
つつ、それぞれの課題を踏まえて具体の能力を設定し、工夫された教育
を通じて達成することが望まれる。その際、初等中等教育の学校では、
新しい学習指導要領を踏まえて育成されるべきである。」（答申第１章⑵）
（中略）
以下は「基礎的・汎用的能力」の解説である。
「人間関係形成・社会形成能力」は、多様な他者の考えや立場を理解し、
相手の意見を聴いて自分の考えを正確に伝えることができるとともに、
自分の置かれている状況を受け止め、役割を果たしつつ、他者と協力・
協働して社会に参画し、今後の社会を積極的に形成することができる力
である。
「自己理解・自己管理能力」は、自分が「できること」「意義を感じる
こと」「したいこと」について、社会との相互関係を保ちつつ、今後の自
分自身の可能性を含めた肯定的な理解に基づき主体的に行動すると同時
に、自らの思考や感情を律し、かつ今後の成長のために進んで学ぼうと
する力である。
「課題対応能力」は、仕事をする上での様々な課題を発見・分析し、適
切な計画を立ててその課題を処理し、解決することができる力である。
「キャリアプランニング能力」は、「働くこと」の意義を理解し、自ら
が果たすべき様々な立場や役割との関連を踏まえて、「働くこと」を位置
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付け、多様な生き方に関する様々な情報を適切に取捨選択・活用しなが
ら、自ら主体的に判断してキャリアを形成していく力である。
「キャリア教育を創る」ための実践のポイント
これからのキャリア教育の実践に当たっては、まず、基礎的・汎用的
能力が、これまで各学校における実践の基盤となっていた「４領域８能
力」を継承し、各界で提唱された様々な能力との整合性を図りつつ、社
会的・職業的自立に向けて必要な基盤となる能力であることを正しく理
解する必要がある。また同時に、基礎的・汎用的能力は「４領域８能力」
と同様に、学校や地域の特色、児童生徒の発達の段階に即し、学校がそ
れぞれの課題を踏まえて具体の能力を設定し、工夫された教育を通じて
達成するための参考として活用されるべきものである。「４領域８能力」
と基礎的・汎用的能力とを相互に関連性のない別個の能力論であると見
なすことは誤りであり、「基礎的・汎用的能力」に基づくキャリア教育の
取組の構想はゼロからの再スタートでは全くない。各学校においては、
これまでの実践の蓄積を生かしつつ、基礎的・汎用的能力を基盤とする
実践へと転換を図る必要がある。（文部科学省 国立教育政策研究所生徒
指導研究センター「キャリア発達にかかわる諸能力の育成に関する調査
研究報告書」2011年３月第３章第２節）
キャリア教育の実践が、各機関の理念や目的、教育目標を達成し、よ
り効果的な活動となるためには、各学校における到達目標とそれを具体
化した教育プログラムの評価の項目を定め、その項目に基づいた評価を
適切に行い、具体的な教育活動の改善につなげていくことが重要である。
その際、到達目標は、一律に示すのではなく、子ども・若者の発達の段
階やそれぞれの学校が育成しようとする能力や態度との関係、後期中等
教育以降は、専門分野等を踏まえて設定することが必要である。（答申
第２章２⑵）
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資 料②
キャリアガイダンスの義務化（「大学設置基準」2011年４月１日施行）
第四十二条の二
大学は、当該大学及び学部等の教育上の目的に応じ、学生が卒業後自ら
の資質を向上させ、社会的及び職業的自立を図るために必要な能力を、
教育課程の実施及び厚生補導を通じて培うことができるよう、大学内の
組織間の有機的な連携を図り、適切な体制を整えるものとする。
留意事項
○大学におけるキャリアガイダンス（社会的・職業的自立に関する指導
等）の導入は、生涯を通じた持続的な就業力の育成の観点から、大学教
育を再点検する中で検討される必要がある。各大学において、どのよう
な取組を行うかは、各大学の教育研究目的、設置する学部・研究科の種
類、学生や教職員の状況により多様と考えられ、特定の教育内容・方法
が大学に課されるべきものではない。
○各大学では、教育課程の内容と実施方法に関する方針を定める中で、
個別の授業科目のシラバスや、体系的な教育課程の編成を通じて修得す
べき知識・技能や職業生活との関係を明らかにし、さらに、学生への履
修指導を通じて、その理解を図ることが求められる。大学における取組
が、単に「キャリア○○」と称する授業科目を設定することや、従来の
厚生補導としての職業指導をそのまま単位修得科目に置き換えることで
あるならば、大学教育の単位認定の質が問われることになりかねず、教
育課程編成において十分留意する必要がある。（大学分科会第10回質保
証システム部会配布資料より）
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